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 銭本氏は対馬を含めた 5 か所を視察し、地域ビジネスをおこすにあたって地域の人に受




































































































 安倍晋三総理大臣は、2014 年に地方創生担当大臣を新設した。昨年の 6 月に閣議決定さ
れた「ニッポン一億総活躍プラン」の中でも、地方創生は一億総活躍社会を実現する上で
最も緊急度の高い取り組みの一つとされている。国の方針に従って 47 都道府県と 1737 市
区町村の計 1784 団体が、2015 年度から 2019 年度までの人口減少対策である「地方版総合
















を求めるかは人それぞれだが、2015 年 3 月 16 日から 18 日に行われたインターネット調査
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